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関西電力における美浜 1′ 2号機の

廃止措置協定に基づく報告について

2019年 6月 13日
関西電力株式会社
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1日 これまで2年間(201フ～2018年度)

の廃止―措置工事実―績



廃止措置工程

廃止措置全体 約30年

3

建屋等解体

撤去期間

(4年間)

補助建屋解体

格納容器解体

新燃料、使用済燃料の搬出

解体工事により発生する放射性廃棄物の処理、処分

設備の維持管理 (プラント運用、設備)

原子炉領域解体撤去期間

(6年間)

原子炉補助建屋内機器 (1次系)の解体

原子炉領域機器の解体

タービン建屋内機器等 (2次系)の解体

原子炉周辺設備解体撤去期間

(14年間)

解体準備期間

(5年間)

時点

¬

1

次
系

2
次
系

施
≡デし
百5盈

全
体

【参考'1青報】

約 35万トン (うち放射性廃棄物は、約 5千 トン)
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(1′ 2号合計値 )

原子力発電施設解体引当金

制度に基づく総見積額 (2018年度 9月末)



これまでの廃止措置工事の実績

2018年度

‖

1試解荘飾1帥‖|
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201フ年度

除染作 業

2016年度件 名

①系統除染

②タービン建屋内
機器等解体

原子炉容器内

原子炉容器外

(二次的な汚染)

③施設内の

放射能調査
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これまでの廃止措置工事の範囲IEついて 5

美浜発電所 1′ 2号機は、加圧水型原子炉 (PWR)であり、放射性物質による汚染があり放射線管理が

必要な 1次系と、放射性物質による汚染がなく放射線管理が不要な2次系とに区分されている。

②タービン建屋内機器等
(2次系)の解体

2次系

(放射線管理が不要)

タービン建屋

そ醜

2次系設備

タービン 発電機

翻

1次系

(放射線管理が必要 )

①系統除染 (完了)

③施設内の放射能調査

原子炉格納容器

原子炉補助建屋

み、響 …
‐

※青枠 (よ解体工事以外の工事、赤枠は解林工事範囲を示す。



系続除染 実績 6

機器解体時の作業員の被|よ低減を図り、解体工事を円滑に進めるため、機器の内面に付着した
放身す1生物質を、薬品を使つて除去した。 (201フロ4N2018日 3)

除染対象は、放身す性物質が内面に多く残存している放射線量の高い原子炉冷去日系統、化学体積
制御系統、余熱除去系統とした。

【1次系の主要系統を除染】

原子炉格納容器

1~~~~~~~~~―
― ― ― ― ― ―

弔

1劇
日贈 系統除染範囲

|

原子炉冷却系統
器 除染装置

化学体積制御系続

除染前の下部炉心構造物 除染後の下部炉心構造物

美浜発電所 1、 2号機の系統除染結果

放射性物質を900/o以上除去を達成

原子炉

容器

【系統除染工程】

再生クーラ
クーラ

ポシプ

●

→

↓

↓

体積制御
タンク

1月 ～

後片付け剛陸

10月 ～

装置移設
1号機

除染

フ月～

2017年度

4月 ～

準備作業

(既設配管改造等 )

1号機系統除染 :8/1～ 3/22
2号機系統除染 :11/25～ 12/20

鯉

ポシプ

嘉壌韓繰織畿塩―



②タービン建屋内機器等解体 工事概要

・放射性物質による汚染の無いタービン建屋内等に設置された蒸気タービン、復水器、脱気器等の大型設

備ならび(こ配管、架構、小型設備などの大型設備の撤去に支障となる干渉設備の解体撤去を実施する。

<解体撤去対象>                             (2018日 3～ 2022日 3)
・保温の解体撤去作業 (アスベスト含有保温を含む)

・建屋・機器一体解体に支障となる大型機器の解体撤去 (タービン、復水器、脱気器等)

・大型機器撤去に伴う干渉設備撤去 (小型機器、配管、弁等)

・ 1号機復水処理設備の解体撤去 (建屋は除く)

2号 側     EL22.5m(屋 上)     1号 側
EL17.Om(3階面 )

EL10日 lm(2階面)

EL4.Om(刊 階面)
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②タービン建屋内機器等解体 実績 8

・2018年度は、大型設備の解体撤去に先立って、保温の撤去や配管、架構、油清浄器
などの小型機器等の、大型設備の撤去に支障となる干渉設備の解体撤去を実施。

(2018.3N継続実施中)

【解体後】
2号機油清浄器の撤去

Ч昭頭電日昭田日ぼ:H田1占IITl.■■|ギ

【解体前】
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③施設内の放射能調査 オ既要

適切な解体撤去の手順及び工法等を策定するため、原子炉容器内 (原子炉容器内壁、

炉内構造物)及び原子炉容器外 (原子炉格納容器内、原子炉補助建屋内)の放射能

分布状況を調査する。

③-2
原子炉

補助建屋

③-1:原子炉容器内

(2018口 8～ 2020日 9)

③ -2:原 子炉容器外
・二次的な汚染調査 (2018日 3～ 2021日 3)
・放射化汚染調査 (2019.5～ 2021日 3)

③
炉

-11

内精静物※ 2

1

原 1

E 匠  匠

汚 業高 汚 染低

汚梁の推 定 分布

(用語解説)

※1:原子炉容器 :運転中に燃料集合体を挿入する炉心や炉内構造物等を収納する容器

※2:炉内構造物 :原子炉容器内で燃料集合体の支持や冷却水の流路形成を行うための構造物

剛
囲
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③-1施設内の放射能調査 (原子炉容器内)実 績 10

【分析・評価】
(現在分析作業中～2020.9予 定 )

分析用試料へ加エイメージ

・ 被1氷の低減を考慮した適切な解体工法・手順を策定すること、及び解体廃棄物の放射能濃度

(Ll～ L3)の評価精度を向上させ廃棄物処理計画を策定するため、原子炉容器、炉内構造物の

試料を約20点/2ユニット採取し、分析機関へ輸送した。

(言式料採取―輸送 :2018.8-2019口 2)

【試料採取】
燃料取替クレーン

【サンプ)レ車含送】

輸送容器 ,ユ |=, ⇒謀

訟〕片
i_

J又子内

Π
Ｈ

カ

△ガ〃Ｆ・，赫
／

試料採取中

輸送車両 Ｅ
Ｅ
手

採取試料

郷 i
監
】彎
―

原子炉容器

を

試料採取装置

①試料採取装置を遠隔操作し、採取位置に装置セット

②採取位置にて、放電加工により、試料を採取

③採取した試料を収納容器等で識別し、輸送容器に収納

輸送容器

採取した試料を収納した輸送

容器を輸送車両に積載し、分

析機関まで運搬

試料を

'容

解    沈殿生成等

分離

・試料を分析用に加工し、溶解、分

離作業を行い、分析装置にて、放射

含ヒ量を言十沢J

。また言十!葦による方文舅寸會と,農度を言平イ面。



③-2施設内の放射能調査 (原子炉容器外)く二次的な汚染>実績 11

・被|よの低減を考慮した適切な解体工法・手順を策定すること、及び解体廃棄物の放射能濃
度 (L2～CL)の評価精度を向上させ廃棄物処理計画を策定するため、原子炉容器外 (原

子炉補助建屋内)の配管、機器の放射線線量率測定 (約 500ポイント/2ユニット)を実施。
(2018日 3～2018.9)

測定器を用いて機器表面の

観封線線量率ご勅懇韓島群が

1次系

(放射線管理が必要) 原子炉格納容器

原子炉補助建屋

押 主な測定ポイント範囲
鶴 ・



安全対策、環境保全対策の取組み状況

廃炉協定締結以降の対応実績

遮へいの設置、線源に不必要に近づかず距離をおく、作業を効率よく進め作業時間の短縮を

図る等、被|よ低減に繋がる対応を確実に実施
〇系統除染 (201フ年度完了)

・廃止措置計画認可申請時の計画値 :462.54人・mSv
・工事実績値          :317H93人 ・mSv
O原子炉容器内の放射能調査および原子炉容器外(二次的な汚染)の放射能調査

(現場作業 :2018年度完了)

・廃止措置計画認可申請時の計画値 :37.20人・mSv
・工事実績値          :36.48人 ・mSv
O解体作業に伴う放射性廃棄物は発生していないため実績なし。

〇発電所、事業本部の廃止措置要員は確保。

廃止措置技術センター  16名  (併任約40名 )

美浜発電所 機械工事G(廃止措置) 6名
各課  廃止措置業務に約100名力M走事

吟 13

02次系設備解体 (2017年度～)

・作業個所養生等によるアスヘ
Sス

ト拡散対策を実施

02次系設備の解体撤去物のうち、再利用可能なものは、金属くず業者等に引き渡し

(2018年度～)

・1号機 :約 190トン
・2号機 :約 210トン

02次系設備の解体撤去物のうち、価値のない産業廃棄物は処分事業者等に引き渡し
・1号機 :約 110トシ
・2号機 :約 310トン

○系統除染で使用した汚染している除染装置を、次に使う予定の九州電力 (玄海 1号機

に問題無く輸送できた。

)

○汚染している原騒鶴籍緊内の試料を分析機関1と問題無く輸送で剖監 i

対策項目

作業員の被|よ管理

放身す性廃棄物の搬出等

廃止措置体制の充実

環境保全策

産業廃棄物の再利用等

環境放射能
Ⅲ

(       )

安
全
文寸
策

環
境
保
全
文寸
策



美浜 1 2号機における廃止措置体制 13

美浜発電所 1、 2号機 廃止措置に係る体制 (2019年 5月 31日現在 )

【原子力事業本部】 【美浜発電所】

16名

6名

約 40名

廃止措置技術
センター併任

約 100名 ※

L

廃止措置技術
センター所員

廃止措置技術
センター所長

各 課

機械工事グループ

(廃止措置)

発電所長

れi■ユ■|

※ 発電所の各課が約 2～ 3割程度の割合で廃止措置業務に

関与するとした場合の関係者数
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14

2.今後 3年間の廃止措置工事計画



今後の廃止措置工事の計画

アE請会ネ土/情報交換会実績

<元請会社>
・設備解体 :関電プラントlttl

・保温撤去Eチアスlttl

<情報交換会実施日>
・2018,1.31

<元請会社>
。三菱重工業lttl

<情報交換会実施日>
・2018.1.31

<元請会社>
・仰関電パワーテック
<情報交換会実施日>
。2018.1.31

<元請会社>
・試料採取 :日本建設工業lttl

・試料輸送 :関電プラントlittl

<情報交換会実施日>
・2019.1,31

<元請会社>
。三菱原子燃料い
。原子燃料工業lttl

<情報交換会実施日>
・2019.1.31

管理 (建屋 するまで糸LI硫 )

2021年度

・撤去 (～2021年度 )

※今後の作業計画に活用

するため 施設内の放射

能量等を調査

※詳細な作業工程につしては検討中

2020寄V霊

・評イ面 (～ 202 )

分析・評価 (～ 2020年度 )

)

2019年度件 名

②タービン建屋内機器等の解体

③-1
原子炉

容器内

二次的

な

'巧

染

放射化

汚染

④新燃料搬出

③-2
原子炉

容器外

③施設内の
放射能
調査



今後の廃止措置工事の範囲について

美浜発電所 1′ 2号機は、加圧水型原子炉 (PWR)であり、放射性物質による汚染力ちり放射線管理が

必要な1次系と、放射性物質による汚染がなく放射線管理が不要な2次系とに区分されている。

発電機タービン

②タービン建屋内機器等
の解体

饂

2次系

(放射線管理が不要)

タービン建屋

そ軸
2次系設備

⑤設備の維持管理 (1次系および2次系)

1次系

(放射線管理が必要)

③施設内の放射能調査

④新燃料搬出

格納容器

原子炉補助

littEE

※ 工事以外の工事、赤枠 (よ解体工事範囲を示す。



② タービン建屋内機器等解体 今後の計画

放身す陛物質による汚染の無いタービン建屋内等に設置されたタービン、復水器、脱気器等の大型

設備の解体撤去を実施する。

<工事計画>
大型機器 (蒸気タービン、復水器、脱気器等)の解体作業

2次系設備の保温解体撤去

範 鴫

17

●

魯
１

１

就
…      タービン】 【脱気器】

ー



③-2施 設内の放射能調査 (原子炉容器外)<放射化汚染>今 後の計画

適切な解体撤去の手順及び工法等を策定するため、原子炉容器外 (原子炉格納容器

内)の放射能分布状況を調査する。

原子炉格納容器内の階段手すりやグレーチング、コンクリートから
試料を採取し、分析機関に運搬、分析、評価を行う。

コンクリート言式ポ斗
採取イメージ

‐
″

′
″

'

金属試料
採取イメージ

卜、こ

原子炉格納容器

1 1

鯉
義蘊聯輯離覇鶴麟警■



④新燃料搬出 今後の計画

発電所の新燃料保管庫または使用済燃料ピットに保管している新燃料 (未使用の

燃料集合体)を、輸送容器に梱包して国内外の燃料加エメーカエ場へ搬出する。

【燃料集合体概観】
原子炉補助建屋

(管理区域内)

全長
約3.5～4m

上 齢 ′ズ ル

支 持 転 子

擦斜 棒

下 齢プ〆ル

一
③ 輸送容器の搬入

山帖蘇引② 新燃料の取出し、除染、梱包

……Ⅲ堰)輸送容器の搬出

輸送トラック

輸送容器

①

③

重量 :約 500～600kg

燃料 口

燃料ラック

使用済燃料ピット

新燃料

保管庫

②
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合計

60体

48体

使用済燃料ピット

32体

貯蔵場所

新燃料保管庫

28体

48体

1号機

2号機

搬出の対象となる

新燃料の貯蔵場所、数量

使用済燃料ピットからの燃料集合体取出しイメージ



⑤設備の維持管理

廃止措置段階においても引き続き使用する施設・設備 (使用済燃料ピット、換気

空調設備、変圧器など)の定期的なメンテナンスを行う。

12次系(放射線管理が不要)li‐ ‐  ‐ ‐  ‐ 田  ‐ ‐  ‐ ‐  田 ‐  ‐ ‐  ‐ 鳴
‐

１

　

１

　

１

・
　

１

一

そ醜

2次系言剣耐

電気室 変圧器

1次系(放射線管理が必要 )

Ш

タービン建屋

坤

タービン   発電機

原子炉格納容器

原子炉

容器

原子炉補助建屋

凹
新燃料庫

―

冷却器

換気設
旦 ぃ→

使用済燃料
ピット

HttI

■■

':主

な維持管理設備
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3.E地元企業の発展・雇用促進策

の取組―み】犬況



地元企業の発展・雇用促進策の取組み状況 (全体像 )

2016年5月 19日 に報告した「美浜 1′ 2号機の廃止措置に係る地元企業の発展・雇用促
進策」を踏まえ、これまでに廃止措置工事への参入機会充実に向けた下記の取組みを実施
しています。

O地元企業の技術力向上のための

廃止措置に係る研修事業への講

師派遣、現地施設見学への受入

25

(

一
こ地元企業等との共同研究

○廃止措置の進捗に応じて現場

に即した課題を提示し、研究成

果を、現場で積極活用

24

○廃止措置工事に係る情報を継続的に発信し、地元企業の参入機会を充実

工
△

個別工事毎の情報交換会

○地元企業の技術力に応じた参入

機会の充実を図るため、情報交換

会に協力

23



廃止措置工事に係る情報の発信、参入機会の充実

若狭湾エネ)レギー研究センター、敦賀/福井商工会議所と協力し、廃止措置工事ヘ

の参入に関心のある企業に対して、全体説明会や発電所での現場説明を行い、廃止

措置工事の具体的な計画等を説明しています。

<実績>
①地元企業向け全体説明会/現場説明

02016年度 4回、201フ年度  1 実施 言+5 □ロ

※ 説明会への参加実績 (合

※ 現場説明への参加実績 (

(企業数はのぺ数を表す)

… 256社 ・団体、440名
) …・50社・団体、 54名

②系統除染工事の情報交換会

【日時】2017年 3月 6日 (月 )

【元請会社】三菱重工業および丸紅ユティリティ・サーヒ
Sス

(アレバ社協業先)

※ 参加実績 … (全体説明)54企業 8フ名 (個別)21企業 3フ名

③タービン建屋内機器等解体工事、原子炉容器内外の放射能調査の情報交換会

【日日寺】2018年 1月 31日 (水 )

【元請会社】関電プラントおよびニチアスならびに三菱重工業および関電パワーテック
※ 参加実績 … (全体言党口月)フ0企業 110名  (イ固別)21企業 35名

④原子炉容器外放射能調査 (放射化)、 新燃料搬出工事の情報交換会
【日日寺】2019年 1月 31日 (木)

【元請会社】日本建設工業lオ朱l、 関電プラントlオ朱l、 三菱原子燃料lオ朱l、 原子燃料工業lオ朱l

十

ヽ
ｌ
ノ

一〓
ロ

卦副
△
口

全体説明会 (若狭工才、研 )

現場見学会

(美浜 1・ 2号機 )

※ 参力Π実績 … (全体説明)54企業 80名  (イ固別)15企業 29名
個別説明の様子



地元企業等との共同研究

○地元企業、大学、研究機関等と連携して廃止措置に関する研究開発に努め、廃止

措置作業関連の技術課題の解決を図つていくことにより、作業の効率化、信頼fl生向上

を果たしながら、技術開発に意欲のある地元企業等を支援しています。

※ 2016年度 4件、201フ年度 2件、2018年度 1件を採用

24

石汗
力
九テ~マ

耐久性を向上させた作業着の開発 【セーレンlオ朱l】

線量イ氏減効果のある遮蔽シートの開発 【lオ朱lニュークリアテクノロジー】

放身申性廃棄物発生を抑制する除染装置の開発 【l本朱l協立技術工業】

廃コンクリート中の骨材を再利用に関する研究 【美方生コンlオ朱l】

アスベストを含むケーブル切断時の作業環境改善等に関する研究 【14朱l平本興業】

配管切断時の被|よ低減に関する研究
【若狭原子力技術シエアコンサ)レティングl本朱l】

玉廃棄物低減に関する研究【 立大学法人 福井大学】

年度

2016

2017

2018



廃止措置に係る人材育成

若狭湾エネ)レギー研究センターの研修事業において、廃止措置工事の概要や必要な技術
等に関する講義、現地見学を実施しています。
2016′ 1ファ18年度の発電所受入れ実績 (のベフ回、5フ社、86名 )

管理区域内における請義
タービン建屋内見学

【廃止措置に係る人材育成のための体感研修の充実】

廃止措置にかかる人材育成のため、これまでの研修では、工事概要説明や必要な技術・矢日識

の習得を目的とした現場での汚染サーベイメータ、放射線測定装置による測定体験、及び放射線

管理作業計画書の策定に必要な知識の付与を実施してきました。

◆年度は更に充実を図るため、1次系における廃止措置工事への地元企業参入促進のため、

μ
―僻w放     輸送工事を例に取り、必要傘媒術を体感できるように、研修の充実を甲う?



地元企業の発展等に係る取組みの成果と今後の対応 26

<活動実績>
関電は、元請会社に対し地元企業を活用することを工事仕様書にて要求

情報交換会等による、地元企業の参入促進

元請会社は、運転中の定期検査等で協業している地元企業を主に活用

<成果>
○作業完了および現在実施中の廃止措置の工事の状況は以下のとおり。

(2019年3月末時点)

元請会社、1次・2次の協力会社等を含めた地元企業の参入状況については、2018年 度末現在の合計

として、のべ約 90社にのばる県内企業に参入して頂いております。

<今後の対応>
美浜 1′ 2号機の廃止措置については、今後、より多くの地元企業に参入いただけるよう、地元企業の人材

育成などの積極的な活動を継続する。

タービン建屋内機器等解体工事

保温の撤去

ニチアスlttl

約40社

(工事実施中のため増加の可能性あり)

2020年 3月 末

設備の撤去

関電プラントlttl

2022年3月 末

施設内の放射能調査

原子炉容器外
(二次的汚染)

lttl関 電パワーテック

匙

現場作業完了

原子炉容器内

三菱重工業lttl

12社

現場作業完了

系統除染

三菱重工業ltt1/丸 紅ユティ

リティロサービスlttl

43社

作業完了済み

作業件名

元請会社

地元企業参入数

作業完了予定
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【第 1段階】角罪体準備期間 (2017年度 (認可後)～2021年度) 28

O主な工事内容

系統除染 (完了)、 施設内の放射能調査、新燃料の搬出、タービン建屋内機器等の解体を実施する。

タービン建屋内機器等の解体

(約 6′ 000トン)

<角早体例>
・タービン×2基

(高さ:約 5m、 幅 :約 15m)
2次系(放射線管理が不要 )

タービン

i ll

2
そのl也

タービシ建屋

原子炉

器

1次系(放射線管理が必要)

原子炉格納容器

原子炉補助建屋

系統除染 (完了)

施設内の放射能調査

新燃料の搬出

※青枠は解体工事以外の工事、

赤枠は解体工事範囲を示す。

<タービンの角早体イメージ>

解体撤去後高圧タービン解体        低圧タービン解体

0主な留意事項
・管理区域内における作業員の被(よ防止 (防保護具着用による内部被(よ防止、遮へい等による外部被 |よ低減等 )

・アスベスト対策のイ散底 (作業員の健康被害防止、石綿作業主任者等の配置、粉じんの飛散防止等 )

・労働災害の発生防止 (クレーンを使つた重量物運搬作業に伴う玉桂卜け、藩下、挟まれ等 )

P

劇
『

騨
▼'F・ に

FlP 】
D

―  
―

百

一

日



【第 2殴階】原子炉周辺設備解体撤去期間 (2022年度～2035年度) 29

O主な工事内容

比較的線量が低い区域で原子炉周辺設備の解体、使用済燃料の搬出、タービン建屋内機器等の解体を実施する。
※第2段階以降に行う具体的事項については、放射能調査や2次系設備の解体撤去の経験等を踏まえて検討する。

タービン建屋内機器等の解体

(約 9′ 000トン)

発電機

2次系(放射線管理が不要)

タービン建屋

2次系設備

潅刻猷ンプ

原子炉
容器

1次系(放射線管理が必要)

榊日使用済

原子炉格納容器

原子炉補助建屋

使用済燃料の搬出

原子炉周辺設備の解体

(約 10′ 000トン)

※第3段階との合言十イ直
<角早体例>
。新燃料庫

〔:房:ざ程
'賢

多ザ〕i殺写墨厄三)〕

※青枠は解体工事以外の工事、

赤枠 (よ解体工事範囲を示す。

<新燃料庫の解体イメージ>
=姜と}

一
　

　

　

　

　

一

ギ 評 T
」
〕・．掏・
中」
】

一４

】」
■

，・Ｊ

ｉ白
輻

|二

天板切断。解体 新燃料ラック吊上げ 新燃料ラック切断・解体 新燃料庫側板切断・解体 新燃料庫基礎はつり

O主な留意事項
・管理区域内における作業員の被 |よ防止 (防保護具着用による内部被(よ防止、遮へい等による外部被(よ低減等 )

・アスベスト対策の徹底 (作業員の健康被害防止、石綿作業主任者等の配置、粉じんの飛散防止等 )

・労働災害の発生防止 (クレーンを使つた重量物運搬作業に伴う玉推卜け、落下、挟まれ等 )



【第3殷階】原子炉領域解体撤去期間 (2036年度～2041年度)

O主な工事内容

比較的線量力精齢原子炉領域や原子炉周辺設備の解体、タービン建屋内機器等の解体を実施する。
※第2段階以降に行う具体的事項については、放射能調査や2次系設備の解体撤去の経験等を踏まえて検討する。

タービン建屋内機器等の解体

(約 110′ 000トン)

<角平体例>
。タービン建屋 (1。 2号機)

(高さ:約 160m、 幅 :約37m)

2次系(放射線管理が不要)

タービシ建屋

加圧器

1次系(放射線管理が必要)

使用済
婚A卜半ピツト

原子炉格納容器

原子炉補助建屋

原子炉領域の解体

(約 9′ 000トン)

<解体例>
・原子炉容器×2基

〔扇:ll伊ド;li亡』尼」写菫T 〕

原子炉周辺設備の解体

(約 10′ 000トン)

※第3段階との合計値 ※赤枠 (よ解体工事範囲を示す。

＞帯ン一
メイ体刀

十
Ｔ

左
召
月

の器容炉子原＜

r水中

装 置

ヽ  _ _ _ _ 
…

 
…

 
…

遠隔切断装置使用

ポン

ヽ

´

′

ヽ

〆ポーラクレーン

一
　

　

一 I

サンプ又は  ■

収納容器   ヽ
ドレシ:J,フ」く ―

ロ
___‐  ― …

1 |・

~~

原子炉容器       上蓋解体         炉心そう切断 (水中切断)   胴部切断    下部鏡部吊上賦 細断

0主な留意事項
・高線量区域における作業員の過剰な被|よの防止 (遠隔切断装置の導入による被(よ低減等)

・放射能レベル,咋覇い解体廃棄物の発生量低減、拡散防止
・労働災害の発生防止 (クレーンを使つた重量物運搬作業に伴う玉掛け、藩下、挟まれ等)



【第4殴階】建屋等解体撤去期間 (2042年度～2045年度)

0主な工事内容

管理区域の解除後、建屋等の解体撤去を実施する。
※第2段階以降に行う具体的事項については、放射能調査や2次系設備の解体撤去の経験等を踏まえて検討する。

参考

<原子炉格納容器の解体イメージ>

場

足場

クローラクレーシ

(800t吊 )

※赤枠は解体工事範囲を示す。

超ロングブーム角旱体機

…  1

「
　

．　

Ｌ

一ザ
二」|

圏

解体用足場設置            原子炉格納容器の解体               格納容器、外部遮へい壁の解体

0主な留意事項
・解体に伴い発生する粉じん等の発生量低減、拡散防止
・労働災害の発生防止 (クレーンを使つた重量物運搬作業に伴う玉掛け、藩下、挟まれ等 )

原子炉格納容器

原子炉補助建屋

管理区域の解除後、放射線管理が不要

建屋等の解体撤去

(約 190′ 000トン)

<解イ本例>
原子炉格納容器

〔⊆:き螂 |と:手

m〕



廃止措置工事に共通する技術的要件 32

技術的要件

関西電力の「原子力発電所請負工事一般仕様書」の遵守

(1次系作業の場合は、「原子力発電所請負会社放射線管理仕様書」の遵守が必要 )

工事に必要な技術系資格者の保有

(クレーン運転士・玉桂卜作業者、足場主任者、アスベスト関連、高圧ガス関連等)

原子力発電所における作業従事に必要な入構時教育、保安教育、安全衛生教育等の各種教育の

受講ならびに発電所内で策定されている諸々の,レー)レの遵守

放射性物質の輸送等を行う場合、国内外の規制の遵守と必要な法令手続きへの対応

火気を使用する場合は、万全な火災防護措置

維持管理設備の損傷等を防止するための、養生等の措置

建屋各階の積載荷重 (t/m2)を考慮した安全作業

粉じん等が発生する作業においては、局所排風機の設置等の対策

工事に必要な機器や設備等の据付を行う場合、有効な転倒防止対策

労働安全衛生マネジメントシステム (OSH MS)を活用した、労働災害リスクの低減・対策の実施

(リスクアセスメントの実施等 )

福井県労働基準協会が主催する職長・安全衛生責任者教育を修了している者の保有

項 目

仕様書等

資格等

安全対策



当面の廃止措置工事に必要な技術等

必要な技術、知見等

○除染運転中の圧力や温度、薬品等を考慮し、除染液力ヽ漏洩しないよう現場配管
へ確実につなぎ込む施工技術

○除染装置の運転制御技術 (温度、圧力の調整等 )

○除染液中の金属イオン濃度をモニタリングし、除染効果を確認できる化学的な知

見

○遠隔操作装置の操作技術

○原子炉容器内から炉内構造物を安全に取出し、移動・仮置きする際に使う特殊

クレーンの操作技術

○採取した比較的高線量率の試料を輸送する知見、技術

○広範囲にわたる原子炉格納容器及び原子炉補助建屋内の放射能を精度良く

評価できる技術、知見 (代表測定点の効果的な選定等 )

○採取場所の汚染状況を踏まえた、コンクリート漫透汚染の範囲と濃度の評価技術

○維持管理設備の配置や機能に関する十分な知見

○作業状況に応じて、より良い切断。解体工法等を提案できる技術的な知見

○解体作業に伴い遵守が必要な関係法令に関する知見

(石綿障害予防規貝じ、廃棄物処理法 等 )

○燃料集合体の構造、設計に関する知見
○燃料取扱しЧこ習熟した技術者 (クレーシ運転士等の有資格者)

○維持管理設備の配置や機能等に係る十分な知見

○原子力発電所における作業の実務経験を持つ技能作業者

OJISレベル2以上の有資格者 (非破壊検査の結果判定者)

必要な機器、設備等

○除染効果や安全性が検証されている除染装置

○除染効果が実証され、かつ廃棄物の発生量を

低減できる除染剤 (化学薬品 )

〇既節設備の改造に伴う鉄筋探査装置、開先カロエ

機、溶接機 等

○高線量下の原子炉容器及び炉内構造物の指定位

置から、試料を採取する遠隔操作装置

○水中テレビカメラ、分電盤、輸送容器等

○校正記録の国家標準との関連性焼 正明された

計測工具  (鋼製直尺、電子秤 )

○デジタルカメラ、コンペックス
○コンクリートコア抜き装置

○熱式、機械式の切断機器

(ガス切断機、プララ微切断機、バンドソー、セーパー

ソー等 )

○安全帯
○作業用仮設足場材

(単管足場材、枠組足場材、養生シート他 )

○養生材(火気養生、粉塵飛散防止用等)

(防炎シート、シリカフアイパーシート、アルミ板等 )

A型輸送物の輸送用として、国の承認を受けた

新燃料の輸送容器

○校正記録の国家標準との関連′
1生焼正明された

計測工具

(ノギス、トルクレンチ、振動計、デジタルマノメータ

等)

○低八ロゲン、低イオウ等の原子力用探傷材

(非破壊検査をする場合 )

○テスター、検電器、電エトラム、照明器具等

件名

系統除染

原子炉

容器内

原子炉

容器外

タービン建屋内機器

等の解体

新燃料搬出

設備の維持管理

施設内の

放射能

調査



当面の廃止措置工事で必要な主な公的資格

必要資格

研
削
砥
石
の
取
替

。
試
運
転

●

潜
水
士

●

放
射
線
取
扱
主
任
者

●

高
所
作
業
車
運
転
技
術
者

●

非
破
壊
検
査
技
術
者

（ｚ
∪
じ
　
渦
流
探
傷
検
査

（ｍ
Ｊ

●

非
破
壊
検
査
技
術
者

（ｚ
∪
じ
　
浸
透
探
傷
検
査

（刊
Ｊ

●

●

●

建
設
業
の
許
可
認
定

●

●

●

●

大
型
自
動
車
免
許

●

●

●

0

●

石
綿
作
業
主
任
者

0

●

粉
し
ん
作
業
従
事
者

●

●

移
動
式
ク
レ
ー
ン
運
転
士

●

●

●

●

ク
レ
ー
ン
運
転
士

●

●

●

●

●

危
険
物
取
扱
主
任
者

●

床
上
操
作
式
ク
レ
ー
ン
運
転

●

●

小
型
移
動
式
ク
レ
ー
ン
運
転

0

●

●

●

電
気
工
事
士

●

●

●

●

フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
運
転
技
能
者

●

0

●

●

●

特
定
化
学
物
質
等
作
業
主
任
者

●

●

●

●

有
機
溶
剤
作
業
主
任
者

●

●

●

●

酸
素
欠
乏
危
険
作
業
主
任
者

●

●

玉
掛
技
能
者

●

●

●

●

●

足
場
組
立
等
作
業
主
任
者

●

●

●

●

●

ス
テ
ン
レ
ス
銅
溶
接
技
術
者

●

0

ア
ー
ク
溶
接
技
術
者

●

●

●

ガ
ス
溶
接
技
能
者

●

●

●

工 事 件 名

系統除染

施設内の放射能調査

等

鵬卵
屋
＞夕・ビン建嚇

新燃料搬出 (想定 )

設備の維持管理
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廃棄物の取り扱い等

○既設の液体廃棄物処理系へ移送

○可燃物は、指定場所へ運搬

○不燃物は、指定容器に詰めて、指定場所へ運搬

○廃樹脂は線量に応じて処理
・低線量樹脂(討旨定容器に詰めて、指定場所へ運搬
。高線量樹脂は指定するタンクに移送

○指定容器等に収納し、指定場所へ運搬

○産廃業者へ引き渡し

○細断が必要な場合、業者指定サイズに細断後、材料組成

毎 (ステンレス、炭素鋼等)に仕分けし、処分業者へ引渡し

○既設の液体廃棄物処理系へ移送

○指定場所へ運搬

○既設の液体廃棄物処理系へ移送

○可燃物は、指定場所へ運搬

○不燃物は、指定容器に詰めて、指定場所へ運搬

○産廃業者へ引き渡し

○細断が必要な場合、業者指定サイズ(群田断後、材料組成

毎 (ステシレス、炭素鋼等)に仕分けし、処分業者へ引渡し

発生する廃棄物の種類

○除染剤(化学薬品)を含む系統水

①,肖赤毛品

(ウエス等の可燃物、仮設ホース等の不燃物)

○廃樹脂

○消耗品 (ウエス等の可燃物)

○金属、コンクリート

○除染水

○消耗品 (ウエス等の可燃物)

○機器・配管内の系統水

○消耗品

(ウエス等の可燃物、機器交換パーツ等の不燃物)

○消耗品 (可燃物、金属等)

放身中性液体

廃棄物

放射‖生固体
廃棄物

放射‖生固体
廃棄物

一般産業

廃棄物

放射性液体

廃棄物

放身中性固体

廃棄物

放射性液体

廃棄物

放射‖生固体
廃棄物

一般産業

廃棄物

件名

系統除染

施設内の放射能調査
(原子炉容器内/外 )

タービン建屋内機器

等の解体

新燃料搬出

設備の維持管理

(取扱い後の廃棄物処理例 (別に契約している委託会社又は当社にて実施)〉

、当社または委託会社が、○

可燃物は、
いい,、主
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